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有機農業とは、狭義には「化学的に合成された肥料や農薬を使わない農業」であり、

広義には「人間を含む生態系全般に負荷を与えず、食の安全と地域環境保全を目指す

生産システム」である。その生産システムには、生産者だけでなく、消費者である地

域住民も含まれ、地域コミュニティ（共同体）全体の機能が持続可能なものでなけれ

ばならない。本論文では、有機農業をこのように広義に捉える。 

有機農業が対処しようとしている問題は、大きく「食の安全」と環境問題の二つに

分けることができる。「食の安全」の問題は、生産者の情報を消費者が十分に把握で

きないという｢情報の不完全性｣の問題として捉えることができ、一方、環境問題は、

慣行農業が農薬や化学肥料の使用によって環境に負荷を与えるという「外部不経済」

の問題として捉えることができる。これらの現象は、「市場の失敗」の典型的な例で

ある。アクセルロッドは、これらの「市場の失敗」の克服策として「ラベル」と「領

域性」という二つの方向があることを理論的に提示した。有機農業の場合、｢ラベル｣

とは認証制度であり、｢領域性｣とは地域密着型有機農業と産消提携の二つに対応して

いることをまず明らかにする（図 1 参照）。そして、この理論モデルに従って、日本

と韓国の有機農業の発展過程を分析し、それぞれの有機農業のタイプについて、その

役割を明らかにすることが本論文の目的である。 

 



 

 

図１ 本論文の理論モデルと有機農業の対応関係 

 

有機農業におけるラベルと領域性（第 3 章） 

アクセルロッドの言う「ラベル」とは、性別や肌の色のようにプレイヤーが持つ固

有の特徴であり、相手のプレイヤーがあらかじめ観察できるものを指す。有機農業の

場合には、有機認証によるラベルがそれに当たり、有機認証制度が法的に保証するこ

とによって広域的な市場を開拓することが可能となり、大規模な有機農業を促進し

た。そのため利益志向的な性格が強く、過大な競争を引き起こし（韓国の事例）、認

証基準には入らない地域の問題には十分に対応できないという傾向がある。一方、ア

クセルロッドの言う「領域性」には２種類あり、ひとつは「地理的近さ」であり、も

うひとつは「同じ意識を持つ者同士の心理的近さ」である。有機農業の場合、「地理

的近さ」は、実際に「顔の見える関係」が維持できる「地域密着型有機農業」に対応

し、｢心理的近さ｣は、地理的には離れていても密接なコミュニケーションを維持する

ことによって信頼関係を維持しようとする「産消提携」に対応する。実際には、「地

理的近さ」は「心理的近さ」を生み出しており、領域性とは、生産者と消費者の間の

信頼関係を築き、それによって協調関係を維持するものと解釈できる（表 1 参照）。 

日本の有機農業は、1970 年代に自生的に発生した生産者と消費者の間の「産消提携」

によって始まったという歴史があり、領域性を志向する傾向が強いのに対し、韓国の

場合には、90 年代末に政府が強力に推進しようとしたことから認証を志向する傾向が

強い。いずれの戦略も有機農業の方向性を示している。 

 

表１ 有機農業におけるラベルと領域性 

領域性 
市場の失敗への対応 ラベル 

地理的近さ 心理的近さ 

有機農業の場合 有機認証制度 地域密着 産消提携 

市場 広域市場 
ローカル市場 

顔の見える関係 
遠距離の生産者と
消費者が結びつく。

特徴 大規模、競争型 小規模、非競争型 

情報の不完全性

外部不経済 環境問題 

食の安全 

理論 

ラベル 

領域性 

産消提携 

市場の失敗 

地域密着型農業

有機農業 
の対応策 

アクセルロッド 
の克服策 

有機農業の課題 

認証制度 

 



 

日本における有機農業の発展過程（第 4 章、第 5 章） 

日本における有機農業は、環境問題が深刻化していた 1970 年代に、農薬を使わな

い安全な食材を求める都市消費者と、環境負荷の大きな近代農業を止めて「環境にや

さしい」有機農法に転換したいと考えていた農家とが、相互の理解と利益に基づいて

「産消提携」の形で始まった。産消提携は、今でも日本の有機農業の特徴であり、外

国でも「Teikei」として知られる。その後、80 年代に入ると有機農産物の市場が拡大

し、多くの専門流通業者等が参入するようになる。そのことが、有機食品の不当表示

問題を引き起こし、それをきっかけにして政府は 90 年代初めに有機農産物のガイド

ラインを作成し、有機認証制度が確立される。これによって有機認証を受けて広域的

市場に進出する大規模生産者が現れる一方、有機認証を得るためのコストを負担でき

ない小規模生産者は産消提携や地域密着を強化し、有機農業の原点に回帰するという

現象が生じた。前者のタイプの有機農業は、市場志向的であり、認証によって規定さ

れる狭義の定義に従うのに対し、後者のタイプは、生産者と消費者の結びつきを重視

することから、コミュニティを維持強化するという役割を担うことになる。 

このことを示すために、地域密着型有機農業の事例として神奈川県小田原市の「あ

しがら農の会」（以下、｢農の会」と略称）を取り上げ、消費者の有機農業に対する

意識をアンケート調査に基づく主成分分析によって明らかにした。「農の会」は、有

機農業を通して地域循環型社会の形成を目指し、環境や「食の安全」を含む暮らしの

良さに焦点を合わせて活動している。「農の会」の生産者から有機農産物を購入して

いる消費者は、その趣旨に賛同する個人消費者であり、これまで日本の「提携」型有

機農業を支えてきた消費者グループではない。主成分分析の結果、「農の会」の消費

者は、「食の安全」に強い関心を抱くタイプと、地域環境の保護に強い関心を抱くタ

イプに分かれることが示された。「農の会」では、生産者と消費者を二つの別々のグ

ループに分けるのではなく、同じ意識を持つ仲間と見なし、消費者も農作業や様々な

活動に参加する機会を設けている。そのような活動を通して、消費者の二つのタイプ

はもうひとつのタイプの関心を強めていくことも示された。生産者と消費者はコミュ

ニティの形成と強化を行っており、それが地域密着型の有機農業の存立条件となって

いる。 

このような地域密着型有機農業の役割は、人々の福祉（Well-being）の観点から評

価されるべきものである。人々の福祉は、アマルティア・センの提唱するケイパビリ

ティという概念によって捉えることができる。マーサ・ヌスバウムは、人々が満たす

べき最低限のケイパビリティをリスト化した。そこに含まれる健康や環境やコミュニ

ティなどの項目は、有機農業が目指すものと重なっている。 

 

 

 



 

 

韓国における親環境農業の発展過程（第 6 章、第 7 章） 

韓国の有機農業は、日本と同様に 1970 年代に先駆的な農民個人と生産者団体によ

って始まった。80 年代に入って都市の消費者に向けて直売が開始されるが、日本のよ

うに不当表示問題が顕在化するほどの拡大は示さなかった。認証制度が導入されるの

は、日本と同様に 90 年代であるが、日本との大きな違いは、韓国の場合、政府主導

によって「親環境農業」が強力に推進されたことである。その結果、韓国ではラベル

型の発展を遂げていく。認証業務は民間に移りつつあり、民間認証機関は単に認証業

務を行うだけでなく、技術指導や情報提供も行い、親環境農業の普及につながってい

る。 

しかし、韓国では認証制度によって拡大したために、認証を取った親環境農産物市

場において競争圧力は増し、競争に耐えられない小規模生産者グループは地域密着型

に移行しつつある。韓国で先駆的な親環境農業地域であるヤンピョン郡で、有機農業

運動の歴史と共に歩んできた「パルダン生命サリム」は、2003 年に、農協中央会との

連携によって生産を伸ばし、組織を拡大させた。しかし、農協中央会が取り扱う他の

グループの農産物と競合するようになり、農協中央会から距離を置くようになる。も

ともと設立理念として地域環境を配慮し、地域住民である消費者と生産者の信頼関係

を大事にしてきたが、農協中央会との決別により地域の生協や学校給食など地域に密

着した方向に転換していく。 

 

結論（第 8 章） 

 有機農業は、食の安全と環境問題という大きなふたつの課題に関して、ラベルによ

る認証制度と、領域性による産消提携及び地域密着型有機農業というふたつの対策か

らそれらの問題を解決しようとしてきた。 

日本の有機農業は、産消提携から出発し、認証制度の導入によって認証を用いるグ

ループと、産消提携と地域密着型への強化を強めるふたつのタイプの有機農業が併存

するようになったのに対し、韓国では政府主導によって認証型として定着し始め、地

域密着型へと移行していくという違いが見られる。両者の比較を通して、有機農業の

発展の方向は、有機農業の狭義の定義を満たす認証制度を利用した市場指向型と、コ

ミュニティ機能まで含む広義の定義を満たす地域密着型、提携型が併存して発展する

ことが示された。経済的には前者の評価が高いが、後者はケイパビリティの観点から

十分に評価されるべきものである。 

 


